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研究開発投資に関する実証研究の成果
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Ｉはじめに

1970年代までは，会計基準の経済的影響に関しては，例えば米国会計学

会（AmericanAccountingAssociation）の報告書の中では拙稿［2006］でみ

てきたように，明示的に取り上げられてこなかった。

しかしながら，Ｚｅｆｆ［1978］が「会計思想における真の革新（averitable

revolutionmaccountingthought)」（ｐ５６）と表現したように，1960年代

にはアメリカの会計専門家の中では会計基準設定過程における「外部集団

(outsidefbrces)」')の影響力が増大する傾向が現れ始めたと認識され始めた。

そして1970年代に入り，次のように指摘される通り，その傾向がより鮮明

となった（Zeff［l9781p56)。
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「それまでの会計政策の決定は，その影響に中立であると仮定されてい

た。例えそのようでなくとも，そのような影響に対して政策決定が公的

責任を負うべきと批判されなかった。今日では，このような仮定が極め

て疑問視されて，社会的・経済的影響は『現代の会計問題の中核になっ

てきているl」

すなわち，1970年代には会計基準の設定において経済的影響を無視しえ

なくなったことが指摘されているが，会計基準設定過程において経済的影響

の考慮を必要とするのであろうか。これについて，Horngren［1973］の次

の指摘を参考としたい（ｐ６１)。

｢私の仮説は，会計基準設定が完全な論理または実証的発見の産物であ

るだけでなく，政治的活動の産物でもあるというものである。なぜか。

なぜなら，会計基準設定は社会的な意思決定であるためである。基準は

行動に制約を課す。それゆえ基準は影響を受ける団体により承認され

る必要がある。承認は，強制されるかもしれない。または，任意かもし

れない。あるいは，両者であるかもしれない。民主主義の社会では，承

認を得ることは政治的な場での熟練したマーケティングを必要とする極

めて複雑な過程である｡」

すなわち,会計基準設定主体は会計基準の｢生産(設定)」だけでなく，「マー

ケティング（外部集団への説得と承認の獲得)」についても同様に責任を負

う必要があることを指摘して，会計基準の設定と経済的影響の関連性および

マーケティングの重要性を示唆しているのである。

このように１９７０年代に入ると，会計基準がもたらす経済的帰結に関し

て，活発に議論が展開されるようになる。すなわち，会計基準の制度的メ

カニズムを含め，その選択適用から様々な経済的帰結に至る因果関係の流

れを，事実に即して客観的に分析して，説明しようとする記述的アプロー

チ（descriptiveapproach）が台頭してくるのである（浜本［19881102頁)。
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なお記述的アプローチには，古典的接近説の実務帰納的接近説2)および意

思決定有用性接近説の「意思決定者接近説一集合的市場レベル｣3)がある。

記述的アプローチの台頭につれて，研究開発投資に関しても多くの実証研

究が行われた。そのなかでも，初期の研究で主流を成したのは，研究開発投

資と企業の生産性に関するものであった。しかしその後，研究開発投資と資

本市場に関する実証研究へと主軸は移行しさらに近年では経営者の裁量に

よる研究開発投資の会計処理の有用性についての実証研究も行われている

(劉［2005127頁)。

そこで本稿では，1970年代以降の実証研究の台頭を踏まえて，こうした

実証研究の成果を時系列的に考察することで，現在の会計基準の国際的統合

化問題においても議論されている研究開発費を財務諸表上で資産として認識

することに妥当性があるか否か4)について検討することを目的とする。なお，

会計基準設定アプローチと研究開発費の資産性の関係からするなら，「意思

決定者接近説一集合的市場レベル」から研究開発費の資産認識の妥当性を明

らかにすることが本稿の目的となる。

なお，実証研究の本格的な出発点が米国財務会計基準審議会（Financial

AccountmgStandardsBoard:FASB)公表の財務会計基準書第２号(Statement

ofFinancialAccountingStandardNo2:SFAS2)｢研究開発費会計(ACcounting

forResearchandDevelopmentCosts)」であること，実証研究の主流が米国

の研究に依っていることから，そもそも研究開発費会計基準設定にあたっ

て実証研究の成果が拠り所とされているか否かを判断する会計基準として，

SFAS2を対象とする。

本稿は，次の手順で進める。Ⅱでは研究開発費会計基準の設定にあたり実

証研究の成果が拠り所とされているか否かを検討する。ⅢではＳＦＡＳ２の制

定にあたり実際に参考にされた実証研究のうちJohnson［1967］を取り上げ

て検討する。Ⅳ～Ⅵでは主要な実証研究を時系的に考察する。最後に，研究

開発費を財務諸表上で資産として認識することに妥当性があるか否かに関し

て，これらの実証結果を要約する。
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図表１ＳＦＡＳ２の会計処理の根拠

出典）ＦＡＳＢ[l974Lpars､39-50に基づき作成。

Ⅱ実証研究の影響

本章では，研究開発費会計基準の設定にあたり，実証研究の成果が拠り所

とされているか否かを検討する。ＦＡＳＢ公表のＳＦＡＳ２の「結論の根拠」の

なかで，研究開発支出の全額即時費用化強制に至った理由として，次の５点

を挙げている。

①将来便益の不確実性（FASB［1974],pars3940）

②支出と便益の因果関係の欠如（肋仙,par､４１）

③会計の認識対象の範囲外（肋伽,pars42-46）

④費用認識上の対応の不適用（１Ｍ.,parS4749）

⑤情報の有用性の欠如（１Ｍ.,par､50）

図表ｌで示すように，③「会計の認識対象の範囲外」は①「将来便益の不

確実性」を根拠として，また④「費用認識上の対応の不適用」は②「支出と

便益の因果関係の欠如」を根拠として，⑤「情報の有用性の欠如」も主とし

て①「将来便益の不確実性」.②「支出と便益の因果関係の欠如」を根拠と

しているため，①～⑤は実証研究を根拠としているとも考えられる。すなわ

ち，結果としてＳＦＡＳ２は実証研究の成果を拠り所としているといえる5)。

このように１９７４年当時において，研究開発費会計基準設定にあたって実

証研究の成果が拠り所とされていることが結果的に判断でき，それゆえ実証

研究が会計基準設定に与える影響は無視できない状況にあったといえる。
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費用化処理の理由 理由の根拠

①将来便益の不確実性 実証研究

②支出と便益の因果関係の欠如 実証研究

③会計の認識対象の範囲外 ①

④費用認識上の対応の不適用 ②

⑤情報の有用性の欠如 主に①．②
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ｍＳＦＡＳ２への実証研究の影響

前述したように，研究開発支出に関する本格的な実証研究については，

SFAS2制定以降に開始された。ただし，ＳＦＡＳ２制定以前に実証研究が全く

行われていなかったわけではない。すなわち，研究開発支出に関する実証研

究は一部で行われており，その先行研究の１つがＳＦＡＳ２制定の際に実際に

参考にされたJohnson［1967］である。

そこで本章は，研究開発費会計基準設定にあたって参考とされた実証研究

の成果が，研究開発費の資産認識（費用認識）の妥当性に関して如何なる示

唆を与えたかに関して考察する。また，研究開発費会計基準設定にあたって

参考とされた実証研究であるＪｏｍｓｏｎ［1967］は後に改定されたことから，

これについても考察する。

１．Johnson［1967］

Johnson［1967］は，研究開発支出と後の利益（eamings）という形で測

定される将来便益の増加との間に相関関係が見出せるか否かについて実証研

究を行った。その結果，研究開発支出と将来便益の増加との間に重要な相関

関係を一般的に見出せないという結論を導出した。すなわち，研究開発費を

即時費用化した場合の方が，資産化後に償却する場合よりも利益と研究開発

費が，より期間対応する可能性が示されたのである。なお，当該実証研究に

対する批判については次節に譲る。

このように研究開発支出と将来便益の増加との間に重要な相関関係を一般

的に見出せないという結論がSFAS2に提供され（FASB［l9741par､４１注

8)，Johnson［1967］はＳＦＡＳ２が研究開発支出の全額即時費用化を採用す

る１つの根拠となった。

それゆえＳＦＡＳ２制定当時においては，Johnson［1967］のような実証研

究を見る限り研究開発費の資産認識の妥当性は否定され，むしろ研究開発費

の全額即時費用化に妥当性が認められたのである。
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２．Johnson［1976］

Johnson［1967］は，実証研究で用いたサンプル企業が１０社であるなど

の欠点があり，当該研究の成果は限定的であったと評される（八重倉[20061

321頁)。そして,このような実証研究上の欠点を補う研究がJomson［1976］

である。Johnson［1976］はJohnson［1967］の実証研究上の欠点を補完

するため，母集団の追加・償却法の追加等の精繊化を図った。その結果，

Johnson[1976］は研究開発支出の資本のマイナス勘定(contra-equity)認識6）

が他の償却手続（即時費用化・定額法・級数法など）よりも研究開発投資と

便益の関連性を高める7)との結論に至った。

すなわち，Johnson［1967］では認められていた研究開発費の全額即時費

用化の妥当性は，結果として改訂版のJohnson［1976］によって研究開発支

出の資本のマイナス勘定認識と比べる限りにおいて，少なくとも否定された

のである。

Ⅳ研究開発投資と企業の生産性に関する実証研究

ＳＦＡＳ２制定以降の実証研究においては，大規模なサンプルを用いて，研

究開発投資が企業の収益性や成長率に与える影響をクロスセクション分析に

より検証する方法が主流となった（劉［2005128頁)。

研究開発支出と企業の収益性について，すなわち研究開発投資が企業の将

来便益に寄与をもたらすかについての実証研究は，米国ではミクロ経済学の

分野におけるGriliches［1980］をⅡ嵩矢とする（西村［20011135頁)。

そこで本章では，こうした一連の先行研究の動向を考察していきたい。な

お，ここでの考察は西村［2001]，劉［2005］および拙稿［2005］に多くの

点で依拠している。

１．Griliches［1980］

Griliches［1980］は，Cobb-Douglas型生産関数のフレームに技術的知識

ストック変数を組み込んだインプットと，売上高・付加価値額などのアウト
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図表２研究開発費の収益率

母集lｌｌ
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出典）Griliches［l9801p443に基づき作成。

プットとの関係をモデル化し米国製造業の業種別データに基づき研究開発

投資の収益率を実証的に推計している（西村［20011135頁)。なお，技術

的知識ストックとは，「研究開発資産（Ｒ＆ＤAssets)｣，「研究開発資本（Ｒ

＆ＤCapital)｣，「研究開発ストック」あるいは「テクノストック」等の用語

でも呼ばれるものである（前同157頁)。

Griliches［1980］は米国の国立科学財団（NationalScienceFoundation）

の支援の下で，製造業883社を対象企業（対象期間は1957年から1965年）

として調査を行った8)。その結果として，図表２に示すように製造業全体で

は1963年における研究開発費の収益率9)が約27％であるという推定結果を

導出した（Griliches［l9801p443)。

このように，電気機械工業（約８％）を除き製造業全体において比較的高

い収益率が認められたが，特に化学・石油精製工業（約４３％)，金属・機械

工業（約43％)，航空機工業（約40％）では研究開発費の収益率が40％を

超えるなど，研究開発投資がもたらす企業への便益流入は相当程度高いもの

であるといえる。すなわち，研究開発支出に関して資産認識要件の１つであ

る将来の経済的便益流入'性の高さが認められるのである'0)。

それゆえGriliches［1980］のような実証研究を見る限り研究開発費の資

産認識の妥当性は認められる。

6５

業種 ｜母集団 研究開発費の収益率

化学・石油精製工業 Ｎ＝110 約４３％

金属・機械工業 Ｎ＝187 約４３％

電気機械工業 Ｎ＝1０１ 約８％

自動車工業 Ｎ=3４ 約３１％

航空機工業 Ｎ=3１ 約４０％

その他製造業 Ｎ=419 約４４％

全製造業 Ｎ=882 約２７％
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２．Griliches［1986］

Griliches［1980］の実証分析手法に基づきつつも，Griliches［1986］では

インプットにおける技術的知識ストックの測度として，研究開発費累計額

から年償却率15％の定率償却額を控除した金額を使用（逓減償却モデル採

用）する等の精綴化を行った（ｐｌ４７)。このような精繊化を行った背景に

は，Griliches［1980］が技術的知識ストックは外部の環境変化と競合企業の

優れた技術・製品開発により陳腐化・減価を生むことを認識していたこと

がある（pp423-424）といえる。確かに，ネットワークの外部性（network

eXternalitieS)u)の恩恵を受けて過度の慣性（eXCeSSinertia)'2)が存在する場

合でさえも，非常に優れた新技術に関しては旧技術に代わり普及することが

示されており（例えば，Lopatka＆Ｐａｇｅ［1995])，技術的知識ストックの陳

腐化・減価は前提条件として必要不可欠であったといえる。

Griliches［1986］は，１９６６年から１９７７年までを対象期間，製造業９１１社

を対象企業として調査を行い，製造業全体では1977年における研究開発費

の収益率が約３３％であるという推定結果を導出した（ppl44-151)。これは

Griliches［1980］における約２７％の収益率という推定結果を上回った。

このような推定結果について，Grmches［1986］はGriliches［1980］の実

証結果と同様に比較的高い収益率が推計されたと評価した(Grihches[l9861

pl47)。また研究開発投資の平均収益率が約20％～３０％代の水準にある

ことに関しては，無形資産の中での収益水準の高さを示すものに過ぎないと

の見方もできるが，Grihches［1995］は研究開発投資の平均収益率は有形固

定資産の平均収益率と比しても約２倍を獲得していると評価した。すなわち，

研究開発支出に関して資産認識要件の1つである将来の経済的便益流入性の

高さが認められるのである。

それゆえGriliches［1986］のような実証研究を見る限り研究開発費の資

産認識の妥当性は認められる。

3．Ｌｅｖ＆Sougiannis［1996］

Griliches［1980；1986］では，研究開発活動の支出時期とその成果の回
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収時期との間のタイムラグは十分に考慮されておらず，研究開発投資から生

じた研究開発資産の経済的耐用年数は単純な仮定に基づいていた｡それゆえ，

Griliches［1986］は年償却率15％の逓減償却モデルの採用という点から経

済的便益の消費パターンを必ずしも反映しているとはいえず，償却後の資産

価値は将来の経済的便益に必ずしも依存していないため，Ｌｅｖ＆Sougiamis

[1996］は研究開発費の経済的便益の消費パターンをより反映するものとな

るよう試みた（拙稿［20051192頁)。

Ｌｅｖ＆Sougiannis［1996］はGriliches［1980；1986］の実証分析手法に基

づきつつも，研究開発資産の償却率（amortizationrate）を推計し，研究開

発投資から生じた研究開発資産および研究開発費の正確な算定を試みた。す

なわち，研究開発資産は研究開発支出時点と成果発現時点のタイムラグ期間

中の研究開発支出額を累計し，そこから毎年の減価（陳腐化）を控除して研

究開発資産を測定・算定したのである（西村［20011164頁)'3)。このよう

な算定を試みた背景として，Ｌｅｖ＆Sougiannis［1992］が研究開発資産の測

定にあたり競争による知識の減少・特許権保護が－部で有効でないことを

原因とする占有不能性（in-appropriability）による減価を認識していた（pp

5-7）ことがあると考えられる（西村［20011158頁)。確かに，企業は研

究開発投資から得られる価値のｌ／３以下しか占有できないことが多くの先

行研究で示されており（後藤［2001])，研究開発資産の測定にあたって占有

不能性による減価は前提条件として必要不可欠であったといえる。

Lev＆Sougiannis[1996]は1975年から1990年までを調査対象期間として，

研究開発集約型業種（化学・医薬品業種，機械・コンピュータハードウェア

業種，電気･電子業種，輸送器具業種，科学器具業種，その他研究開発業種）

を対象業種として調査を行い，研究開発成果の発現期間を推定した。その結

果として，図表３に示すように1991年における研究開発成果の発現期間の

推定結果を導出した（Lev＆Sougianms［1996]，pl21)。

図表に示すように，1991年において化学・医薬品業種では９年間機械・

コンピュータハードウェア業種では７年間，電気・電子業種では８年間輸

送器具業種では７年間科学器具業種では５年間，その他研究開発業種では
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図表３研究開発成果の発現期間

出典)Lev＆Sougiannis[l9961pl21に基づき作成。

6年間にわたり研究開発成果が発現するという推定結果が導出された。当該

推定結果に鑑みれば，研究開発投資のもたらす企業への経済的便益の流入期

間は，前述したように技術の専有が容易でないとはいえ相当程度長いもので

あるといえる。すなわち，研究開発支出に関して資産認識要件の1つである

将来の経済的便益流入性の高さが認められるのである。

それゆえＬｅｖ＆Sougiannis［1996］のような実証研究を見る限り研究開発

費の資産認識の妥当性は認められる。

Ｖ研究開発投資と資本市場に関する実証研究

1980年代までに研究開発投資が経済的便益の流入をもたらすことが一部

の先行研究を通じて明らかにされたことで，1980年代から1990年代にかけ

ては，研究開発投資が企業価値（株主価値）にいかに結びつくかが盛んに議

論されるようになった（加賀谷［20061302頁)｡

また，研究開発投資が資本市場に対していかなるインパクトをもたらすか

に関して実証研究が進められ，想定される会計処理が株価説明力に対してど

の程度の影響を及ぼすかについても研究されるようになった。

そこで本章では，研究開発投資と企業価値に関する実証研究および研究開

発費の会計処理による株価説明力に関する実証研究を考察したい。

6８
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化学・医薬品 ’９年
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１．研究開発投資と企業価値

研究開発投資を行うことによって，資本市場において研究開発投資後に企

業価値が増大するものとして評価されるのか否かについて実証研究が行われ

た。例えばChanetalIl990］は，研究開発投資を前年に比べて増額したこ

とを新聞紙上に公表した企業に対して，資本市場がいかなる評価を行うかに

ついてイベント・スタディを行い，利益減少を同時に公表した場合ですら研

究開発支出に対して，平均的には資本市場はポジティブな評価を行うとの実

証結果を導出した'4)。

同様の実証研究（例えば，Ｃｈａｎｅｔａｌ［1992］；ChanemL［2001］；

ChambersetqL［2002]）の多くでも，資本市場が研究開発活動を企業価値

増大の重要なファクターと評価しているとの結論が得られている｡すなわち，

資本市場が研究開発投資に企業価値を見出しているといえる'5)。

それゆえ，このような実証研究を見る限り研究開発費を資産認識すること

で,企業価値を純資産価値（資産）に反映させることの妥当性は認められる。

２．株価説明力

株価または株式のリターンに対する会計数値の説明力を比較した実証研究

において，資産化処理を採用した場合には，他の会計処理方法と比較して相

対的に株価説明力（会計情報の有用性）が高まるとする検証結果が多くでみ

られる。例えばＬｅｖ＆Sougiannis［1996］は，研究開発費の即時費用化とい

う会計処理方法では，研究開発投資が企業の適正な株価に十分反映されない

という結論を導出する一方で,研究開発費を資産化した場合の資産と株価(株

式のリターン）との間には相関関係が見出されるとの結論を導出した。

同様の実証研究（例えば，Hirschey＆Weygandt［1985］；Loudder＆Ｂｅｈｎ

[1995]）の多くも，研究開発費を資産化するという会計処理16)を選択した

場合の方が他の会計処理と比べて相対的に株価説明力を有しているという結

果を報告している。

それゆえ，このような実証研究を見る限り研究開発費を資産認識すること

の妥当性は認められる。
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Ⅵ経営者の裁量と会計情報の有用性に関する実証研究

１９９０年代以降，研究開発支出に対する全額即時費用化以外の会計処理を

前提とした実証研究が複数行われるようになった。その背景には，研究開発

投資の会計処理を自由に選択できる裁量権を企業経営者に付与し，現行の会

計基準として採用されている研究開発費の全額即時費用化以外の会計処理を

行うことで，各企業の会計情報の有用性が向上することが指摘されるように

なったことがある（劉［2005181頁)。しかしながら，かつての日本にお

ける研究開発費の任意資産化が問題視されていたように，研究開発投資の会

計処理の自由選択権の付与には議論すべき課題がある。

そこで本章では，まず研究開発投資の会計処理の自由選択権の付与につい

て議論をしたうえで，経営者の裁量と会計情報の有用`性に関する実証研究を

考察したい。

１．会計処理の自由選択権の付与

研究開発投資の会計処理に関して企業経営者に裁量権を付与することに対

しては,研究開発支出が利益操作に利用されているという実証結果がある(例

えば，Wales［1962］；Perry＆Grinaker［1994］；岡部［1994])。このように，

実証研究の一部では，裁量権の付与は企業経営者が企業の研究開発投資に対

する意見表明を行うための手段としてではなく，利益調整手段として捉えら

れている。

他方，企業経営者への裁量権付与が各企業の会計情報の有用性を向上させ

るという見方から行われた実証研究においては，この企業の利益操作という

観点は十分には考慮されていない。しかしながら，従前の実証研究における

資産化処理では，企業経営者の裁量権を付与しないものが多数を占めていた

点では,こうした実証研究の意義は極めて大きいといえる。そこで本章では，

このような意義を見出して考察を行うものである。
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図表４株価説明力

出典）ChambersetaL［20031ｐｐ､lOO-lOlに基づき作成。

２．Chambersetal．［2003］

企業経営者への裁量権付与を考慮した実証研究として，Chamberset

aム［2003］がある。Chambersetal．［2003］は，１９８６年度から２０００年度の

間にニューヨーク証券取引所等に上場していた企業のうち，研究開発費を

１０年連続以上開示しているものを抽出して，14,573の財務データを分析し

た。なお，研究開発費の全額即時費用化処理を除く次の５つの会計処理をも

とに検討している'7)。

①過去の会計情報と過去の株価により研究開発費の償却計画を実施する

（変更不可)。ただし，最適なタイムラグ18)は５年以内とする。

②過去の会計情報と過去の株価により研究開発費の償却計画を実施する

（変更不可)｡ただし，最適なタイムラグは'０年以内とする。

③過去の会計情報と過去の株価により研究開発費の償却計画を実施する

（毎年修正可能)。ただし最適なタイムラグは’０年以内とする。

④過去の会計情報と過去の株価により研究開発費の償却計画を実施する

（毎年修正可能)。ただし最適なタイムラグが'00年を超えた場合は

償却しない。

⑤当期の会計情報と過去の株価により研究開発費の償却計画を実施する

（毎年修正可能)。ただし，最適なタイムラグが'00年を超えた場合は

償却しない。

以上の①～⑤の会計処理をみれば明らかな通り，①から⑤へと移るに従っ

て会計処理（償却処理）の弾力性（企業経営者の裁量権）が増大しているこ

とがわかる。

7１

会計処理 ① ② ③ ④ ⑤

Ｒ
２
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図表４は，①～⑤の各会計処理による会計情報（利益等）の株価への説明

力について検定を行い，調整済み重相関係数を導出したものである。この図

表から明らかな通り，①から⑤へと企業経営者の裁量権が大きくなるほど調

整済み重相関係数が上昇しており，従って会計情報の株価説明力が向上して

いることがわかる。

このように，研究開発費を資産認識することの妥当性を認めることを前提

としたChambersetaム［2003］を見る限り，資産認識の方法において企業

経営者の裁量権を認めることが，会計情報の株価説明力の向上に繋がること

が考察結果として得られた］

Ⅶおわりに

本稿では，実証研究の成果を時系列的に考察し，研究開発費の資産認識の

妥当性を明らかにすることを目的として考察してきた。そして，そこから得

られた結論は次の通りである。

１．米国の研究開発費会計基準公表以前

Johnson［1967］は，研究開発支出と後の利益という形で測定される将来

便益の増加との間には重要な相関関係を一般的に見出せないとの実証結果を

導出し，研究開発費の全額即時費用認識を支持するものとなった。当該実証

研究は，SFAS2で即時費用認識が採用される根拠の１つとなった。

ただし，八重倉［2006］は「研究開発費を即時費用化することによって，

会計情報の有用性が高まることを示す研究は［Johnson（1967）の限定的な

研究を除き］見あたらない」（321頁）と指摘するように，研究開発支出の

資産認識の妥当性を否定する実証研究は極めて稀少であると言っても過言で

はない。

2．費用認識支持からの離脱

Johnson［1976］では，全額即時費用化を支持するJohnson［1967］の見
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解から資本のマイナス勘定認識の支持へと変化した。また，研究開発投資の

収益力に関する実証研究がGriliches［1980］をⅡ嵩矢として,Grillches［l9861

Lev＆Sougiannis［1996］へと展開され，研究開発投資の収益力の高さが証

明された。それゆえ，研究開発支出の全額即時費用認識を支持する根拠が希

薄となり，相対的に資産認識の妥当性が認められるものとなった。

３．会計処理と株価説明力の実証研究

Hirschey＆Weygandt［l9851Lev＆Sougiannis［19961およびLoudder

＆Ｂｅｈｎ［1995］などでは，研究開発費を資産化する会計処理を選択した方

が他の会計処理と比べて相対的に株価説明力を有しているとの実証結果が導

出された。それゆえ，このような観点からみる限り研究開発費を資産認識す

ることの妥当性は認められる。

４．経営者の自由裁量権を考慮する実証研究

ChambersemL［2003］では，即時費用認識を否定したうえで，企業経営

者の（会計処理の）裁量権が大きくなる程，会計情報の株価説明力が向上す

るという実証結果が得られた。

このように実証研究では，研究開発費の収益力および株価説明力の高さな

どが証明されており，研究開発費を財務諸表上で資産認識することが妥当で

ある可能性が極めて高いことが多くの先行研究で明らかとなった。

本稿から導出された当該結論は,規範演鐸的接近説19)に基づく拙稿[2006］

の結論および経済的帰結論20)に基づく拙槁［2007］の結論と同様，研究開

発費を財務諸表上で資産認識することに支持を与えるものであることから，

現在の会計基準の国際的統合化問題解決に向けて￣定の示唆を与えるもので

あり，本稿の貢献部分であるといえる。

しかしながら，依然として次のような課題が残されている。すなわち，本

稿の結論が研究開発費の認識問題解決に資するものであっても，財務諸表に

計上するためには測定問題解決に取り組む必要があるということである。こ

のような課題については,今後の研究により解決を図るべきものと認識する。
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注

ｌ）外部集団には，各企業・各種産業団体はもとより，政府機関・議会も含まれる

が,最も強大な影響力を発揮したのは各種産業団体，とりわけ，中心的メンバー

である会社経営者グループである（浜本［1984167頁)．

２）実務帰納的接近説とは「会計基準は会計実務を基礎とするとの考え方に基づい

て，現実に行われている会計実務を観察し，その中からよりいっそう一般的・

共通的なものをルールとして抽出する」（桜井［20071179頁）会計基準設定

アプローチをいう。

３）代替的な会計データに対する集合的市場の反応を分析して，妥当な会計処理を

抽出するアプローチであり，集合的市場レベルでの実証的分析を主に対象とし，

①会計情報公開に対する市場反応分析（会計利益または会計情報の情報内容分

析）と②会計基準変更による影響分析に大別できる。

４）国際的に，研究開発費を全額即時費用化する会計基準と研究開発費（開発費）

のうち資産性を有するものに限って資産化する会計基準とが存在し，両基準を

統合化させようとする検討が進められている。

５）ちなみに国際会計基準審議会（InternationalAccountingStandardsBoard）公

表の国際会計基準第38号（IntemationalAccountingStandardsNo38）「無形

資産（IntangibleAssets)」においても，－部資産（無形資産）認識の会計処理

を基準化する際に，米国の実証研究が研究開発支出の企業価値関連`性を既に立

証していることに注目していた（IASCStaff［l9981par22(c))。

６）研究開発支出の原初的認識において，支出額を資本のマイナス勘定に累積し，

研究開発活動の成否が判明し次第，適当な勘定へ振り替える認識法である。

７）資産が利用されていること，現在の資本への影響が無形であるがゆえに不確実

であること，という注意を財務諸表利用者へ開示するため，有用であるという

点でも支持した（Johnson［l9761p813)。また近年，同様の会計処理を支持

する研究が行われている。例えばHealyetql［2002］は,モンテカルロ･シミュ

レーション・モデル（MonteCarlosimulationmodel）に依拠して米国の医薬産

業を検証した結果，研究開発投資の成果が判明したとき（第１次臨床実験成功

時）に研究開発支出を資産計上するＳＥ法（successfUl-effortsmethod）といっ

た特別勘定処理に近似した会計処理が支持されるとしている。

８）調査対象企業の総売上高・総資産額は，製造業全体の９０％以上を占めている

（Grihches［l9801p420)。

９）収益率の概念については，鈴木・宮Ⅱ｜［1986］を参照のこと。

１０）ＩASB第７２回会議(2007年１０月１６～１９日，ロンドンIASB本部)では｢資産は，

企業が現在の権利または他の特権的アクセスを有している現在の経済的資源で

ある」という新定義案が出されて，資産の定義に関する多くの合意もなされた
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が，本稿では財務会計概念報告書第６号（StatementsofFinancialAccounting

ConceptsNQ6）「財務諸表の構成要素（ElementsofFinancialStatements)」に

おける資産の定義（FASB［l9851par､２５）に基づく。もう１つの資産認識要

件である測定の信頼`性については，信頼性問題が生じないとする見解（例えば，

Klammer＆Brock[1975]，ｐｌ９;永田[20061,ｐ245）に基づいて，本稿では考

察しない。

直接的物理的効果（directphysicaleffect）と間接的効果（indirecteffect）とに

大別され，前者はユーザーの増加が企業便益の増加に直結する効果をいい，後

者はユーザーの増加に伴って補完財などが多様となることで間接的に企業便益

が増加する効果をいう（Katz＆Shapiro［l9851p424)。

ネットワークの外部性が存在している市場において，新技術から獲得可能な私

的便益は新技術への転移に要する私的費用を下回るため，優れた新技術が出現

しても旧技術に固執することをいう（FarreU＆Saloner［1985])。

詳細については，西村［20011164-170頁を参照のこと。

この点については，加賀谷［20061302頁を参照のこと。

現在のところ，研究開発投資がもたらす株主価値への追加を推定しているのは

資本市場（投資家）である（徳賀［2008121頁)。

ここでの資産化処理は，取得原価主義の枠内での資産化を前提とするものであ

る（八重倉［20061320頁)。

Chambersetal［2003］では，この他に利益管理を検証するための方法が２つ

ある。

ここでの「最適なタイムラグ」とは，会計情報による推定株価と実際株価との

差をいう。

規範演鐸的接近説とは「実務の基礎には普遍`性をもつ前提命題が存在するとの

考え方から出発しこれらを先に規定したうえで，それと矛盾しないように具

体的な会計ルールを制定する」（桜井［20071179頁）会計基準設定アプロー

チをいう。

会計基準の種類により影響を受ける集団間のコスト・ベネフィット分析を通じ

て，純便益の最大化をもたらす会計基準が制定されるべきとする会計基準設定

アプローチである。

11）

12）

１３）

14）

15）

16）

１７）

18）

19）
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